
1.　香川県の建設業界を取り巻く現状

本県の建設投資額は，平成 8年度の約 5,850 億
円をピークに平成 22 年度は約 2,870 億円（平成 8
年度比 51% 減）まで落ち込み，近年は微増の状
況で，平成 30 年度は約 3,580 億円（平成 8 年度
比 39% 減）となっている。このような中，本県
の建設業許可業者数は，平成 11 年度の 4,950 者
をピークに近年は微減状態が続き，平成 30 年度
は 3,956 者（平成 11 年度比 20% 減）となってい
る（図－ 1，2）。
また，本県の建設業の就業者数は平成 14 年度

の約 49,000 人から平成 29 年度には約 39,000 人
（平成 14 年度比 80.0%）と減少している（図－ 3）。

平成 29 年度就業構造基本調査による年齢構成
は，50 歳以上が約 47%を占め，10 年後には大半
が退職することが予測される一方，34 歳以下は
約 17% であることから，若年入職者の確保・育
成が喫緊の課題となっている（図－ 4）。
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図－ 1　建設投資と建設業許可業者数の推移（全国）
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図－ 2　建設投資と建設業許可業者数の推移（香川県）

出典：‌�国土交通省　建設投資額「建設総合統計」（出来高ベース），
許可業者数「建設業許可業者数調査」（各年度末ベース）
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図－ 3　建設業の年齢別割合の推移（香川県）

出典：総務省「就業構造基本調査」
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一方，平成 29 年に香川労働局が行った「働き
方・休み方改善に向けたアンケート」によると，
「2015 年又は 2015 年度における正社員の年次有
給休暇の平均取得率」では建設業で 30% 未満が
61% となっており（図－ 5），卸売・小売業に次
いで取得率が低くなっている（図－ 6）。

また，同調査では，建設業における「所定外労
働（残業）が発生する理由」として「突発的な業
務・繁閑が激しい」，「所定外でないとできない仕
事がある」との回答が多くなっている（図－ 7）。
このような傾向は，本県に限らないものと理解
しているが，建設業は地域づくりの担い手である
とともに，大規模災害発生時の復旧活動等にも大
きな役割を担っており，県内建設業が安定的かつ
持続的に発展できるよう，建設業の担い手の確
保・育成に向けて，本県でも国土交通省の施策を
参考に，各種施策に取り組んでいる。以下に具体
的な取り組みを紹介する。

2.　‌�香川県における建設業の働き方‌
改革への取り組み

⑴　工事の平準化への取り組み
①　債務負担行為の活用
平成 28 年度から，社会資本整備総合交付金事
業を対象に早期完成，発注時期等の平準化等を目
的として，前年度内に契約を締結し新年度開始の
早期から工事着手できるよう，ゼロ債務負担行為
を設定している（表－ 1）。

表－ 1　ゼロ債務負担行為設定の状況

設定時期 設定額
（千円） 対象工事

平成 28 年 11 月 200,000 護岸工事

平成 29 年 11 月 958,000 橋梁下部工事，護岸工事，砂防堰堤工事

平成 30 年 11 月 1,231,000 橋梁下部工事，護岸工事，砂防堰堤工事
令和元年 11 月 1,232,000 護岸工事，砂防堰堤工事
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図－ 7　  所定外労働が発生する理由 
（香川県・建設業）

出典：香川労働局
「働き方・休み方改善に向けたアンケート結果」
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②　繰越制度の適切な活用
これまで 2月議会（最終補正予算）のみで提案
していた繰越明許費について，令和元年度から必
要な場合に限り，11 月議会以降に提案する各補
正予算で計上を行った。これにより，補正予算に
ついては，当初から年度を跨ぐ適正工期による契
約が可能になるとともに，工期延長に伴う変更契
約事務が年度末に集中することなく，受注者・発
注者ともに契約関連の事務負担が軽減されること
となった。
③　余裕期間設定工事の試行
平成 29 年度から，人材・資機材の効率的な活
用や円滑な施工体制を確保するために，受注者が
契約後，工事の開始日を任意に設定できる余裕期
間設定工事（余裕期間最大 60 日）の試行を，対
象工事を拡大しながら実施している（表－ 2）。

⑵　労働環境の改善への取り組み
建設業における労働環境は他産業に比べて厳し

く，若年者が建設業に就職・定職しない理由とし
て，休日の少なさ等の労働環境があげられる。建
設現場で働く人々がより快適に働くことができる
よう，労働環境の改善に向けた取り組みは非常に
重要である。
①　適正な工期の設定
平成 29 年 8 月に国土交通省から「建設工事に

おける適正な工期設定等のためのガイドライン」
が示されたことを踏まえ，平成 30 年 4 月に標準
的な工期の改定を行った。
平成 30 年度に香川県完全週休 2日モデル工事

に取り組んだ業者を対象としたアンケート結果で
は，発注時の工期設定について「余裕があった」
及び「ちょうどよかった」で 93% と良好な感想
となっている（図－ 8）。

適正な工期設定については，現在，中央建設審
議会の工期に関する基準の作成に関するワーキン
ググループで「建設工事における適正な工期設定
等のためのガイドライン」の改訂について，新た
な工期に関する基準に盛り込むべき事項が検討さ
れており，今後はこれらの状況を注視していきた
いと考えている。
②　完全週休 2日モデル工事の試行
平成 29 年度から，工事期間中の土曜日・日曜

日を現場閉場とすることを受注者が希望した場合，
労務費の補正等を行う「完全週休 2日制モデル工
事」の試行を順次実施している（表－ 3）。

　

平成 30 年度の試行では，93%の工事で完全週
休 2日が達成できており，アンケート調査の結果
（図－ 9），達成理由として「週休 2日を前提とし
た施工計画」が多数意見であった。また，自由意
見として「作業員の休日確保につながる」等のメ
リットがある一方で，「工程が延伸し経費も増大
するので，画一的な導入は難しい」などのデメリ
ットも指摘された。

表－ 2　余裕期間設定工事の試行状況

年　度 試行件数 左記のうち余裕期間
活用工事件数

平成 29 20 件 11 件
平成 30 49 件 33 件
令和元※ 79 件 49 件

※令和元年度は令和 2年 3月 16 日現在

十分余裕が
あった
32％

ちょうど
よかった
61％

不足した
7％

図－ 8　発注時の工期設定について

出典：‌�平成 30 年度「香川県完全週休 2日モデル工事‌
試行業者アンケート」

表－ 3　完全週休 2日モデル工事の試行状況

年　度 試行件数 左記のうち完全週休
2日を達成した件数

平成 29 8 件 8 件
平成 30 30 件 27 件
令和元※ 46 件 24 件

※令和元年度は令和 2年 2月 20 日現在（竣工済 26 件）
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長時間労働の是正や建設労働者の処遇改善のた
めには，モデル工事による工事現場単位での取り
組みが事業所単位での取り組みに広がっていくよ
う，建設産業団体，行政機関等が連携を図りなが
ら，それぞれの役割を担っていくことが必要と考
える。

⑶　生産性向上に関する取り組み
①　ICT活用工事の試行
平成 30 年度から概ね 1,000 m3 以上の土工工事

を対象として，受注者が希望した場合，ICT 活
用を可能とする工事の試行を開始し，平成 30 年
度 2 件，令和元年度 2件（令和 2 年 2 月 20 日現
在）で実施している。試行した工事では，ICT
活用工事の普及を目的として建設業者及び県職員
を対象とした現場見学会を実施しており，これま
でに延べ建設業者 26 社 32 名，職員 10 名が参加
している（写真－ 1）。

また，令和元年度から，新たに舗装工事におけ
る 2,000 m2 以上の新設路盤工を対象として，土
工と同様な ICT 活用工事の試行を開始し，2 件
（令和 2年 2月 20 日現在）で実施している。

さらに，本県における ICT活用工事の普及を促
進・支援し，建設現場の生産性向上を図るため，
国や各業界団体で構成される「香川県 ICT 活用
工事支援連絡協議会」を設置し，第 1回協議会を
令和 2年 1 月 29 日に開催したところである（写
真－ 2）。
②　工事書類等の簡素化　
受注者，発注者双方における業務の効率化を図
るため，工事書類の作成・提出の簡素化を実施し
ている（図－ 10）。
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図－ 9　達成率 100%ができた理由

出典：‌�平成 30 年度「香川県完全週休 2日モデル工事‌
試行業者アンケート」

施工者の評価
（◎：著しい効果，○：期待以上の効果）
【◎】3次元起工測量
　・現況測量の省力化
　・施工検討開始時期の早期化
　・工事関係者への説明等の高度化
【○】3次元設計データ作成
　・切土量の算出の自動化
　・3次元設計データ作成作業の効率化
【◎】ICT建設機械による施工
　・施工の効率化
　・施工の安全性向上
　・丁張設置作業の省略・軽減
　・オペレータへの施工指示作業の省力化
【○】3次元出来形管理等の施工管理
　・出来形計測作業の効率化

写真－ 2　  第 1回香川県 ICT活用工事支援連絡 
協議会の状況（令和 2.1.29）

写真－ 1　現場見学会の状況
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⑷　人材確保への取り組み
本県の建設産業においては，労働者の高齢化や
若年労働者の不足が進んでおり，このままでは将
来にわたる社会資本の整備や維持管理，品質確
保，防災・減災対策などに支障が生じることが懸
念されている。そこで，官民が共通認識のもと，
一体となって，若年者の人材確保や育成，その定
着に向け，より効率的な対策を講じていくことが
必要となっている。
①　給与や社会保険に関する取り組み
平成 31 年 4 月から運用が開始された国の建設
キャリアアップシステムは，技能労働者の処遇改
善が図られる環境を整備し，将来にわたり担い手
を確保しようとするものである。本県の登録状況
は，令和元年 12 月末現在で，事業者登録が 353
社，技能者登録が 2,284 人であり，着実に増加し
ているものの，増加率は全国と比較して小さいこ
とから，今後ともシステムへの登録が進むよう，
制度のより一層の周知に努めていきたいと考えて
いる（図－ 11）。

また，社会保険の未加入対策については，平成
27 年度から，元請業者に対し下請代金額が 3,000
万円以上の工事について，原則として社会保険未
加入業者との下請け契約を禁止したほか，平成
30 年度から全ての工事において社会保険未加入
業者との下請け契約を禁止したところである。
さらに，令和元年 10 月から契約締結時におい
て，請負金額に占める法定福利費の内訳明示を義
務付けている。

図－ 10　土木工事における工事書類の簡素化について

図－ 11　建設キャリアアップシステムの登録数増加率
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②　職場の安全管理の推進
「建設工事従事者の安全及び健康の確保に関す
る法律（平成 28 年法律第 111 号）」に基づき，県
内での建設工事従事者の安全及び健康の確保を目
的として，「適正な請負代金の額，工期等の設
定」，「設計，施工等の各段階における措置」，「建
設業者等及び建設工事従事者の安全及び健康に関
する意識の向上」，「建設工事従事者の処遇の改善
及び地位の向上等」を基本方針とした「香川県建
設工事従事者安全確保推進計画」を平成 31 年 3
月に策定した。

③　建設産業への理解や関心の向上等
建設業の魅力を発信し，若者に建設業への興味・‌
関心を高めてもらい，若年技術者の確保を図るた
め，パンフレット「かがわ建設業図鑑」（図－ 12）
の制作，「建設現場等体験会」（写真－ 3，4）の
実施，さらに，県内の特色あるインフラ施設等を
紹介するパンフレット「かがわインふらっと」（図
－ 13）の制作など様々な取り組みを通して，建
設産業の理解や関心の向上を図っている。

図－ 12　かがわ建設業図鑑

68 建設マネジメント技術　　2020 年 4 月号

建マネ2004_06_自治体の取り組み_2_四.indd   68 20/04/03   15:18



3.　ま と め

建設業は，道路，河川等の社会資本整備の担い
手として県民の暮らしを支えるとともに，地域の
基幹産業として，雇用や設備投資を通して本県の
経済活性化に大きな役割を果たしている。
また，近い将来，南海トラフを震源とする巨大
地震の発生も危惧される中，社会インフラの整
備・保全に従事し，災害発生時にいち早く現場に
駆けつけ，最前線で緊急対応，復旧活動等を行う
など，地域の安全・安心の守り手としての重要な
使命を担っていることから，今度とも建設業の担
い手の確保・育成に向けた働き方改革の各種制度
について，引き続き積極的に取り組んでいく予定
である。

写真－ 4　建設現場等体験親子バスツアー

写真－ 3　高校生の建設現場等体験会

図－ 13　かがわインふらっと
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